
] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ○ ] その他 （ 端末による照会 ）

 ⑦時期・頻度 必要に応じて随時

 ⑤移転する情報の対象とな
る本人の範囲

納税義務者、被扶養者、その他課税調査対象者

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

 ②移転先における用途
高齢者の医療の確保に関する法律による後期高齢者医療給付の支給又は保険料の徴収に関する事
務であって主務省令で定めるもの

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象とな
る本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

[ 1万人以上10万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 移転先23 国保年金課

 ①法令上の根拠 番号法別表85の項及び刈谷市番号利用条例

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 必要に応じて随時

 ⑤移転する情報の対象とな
る本人の範囲

納税義務者、被扶養者、その他課税調査対象者

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象とな
る本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

[ 1万人以上10万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ②移転先における用途 児童手当法による児童手当の支給に関する事務であって主務省令で定めるもの

 移転先22 子育て推進課

 ①法令上の根拠 番号法別表81の項及び刈谷市番号利用条例



] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ○ ] その他 （ 端末による照会 ）

 ⑦時期・頻度 必要に応じて随時

 ⑤移転する情報の対象とな
る本人の範囲

納税義務者、被扶養者、その他課税調査対象者

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

 ②移転先における用途
介護保険法による保険給付の支給、地域支援事業の実施又は保険料の徴収に関する事務であって
主務省令で定めるもの

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象とな
る本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

[ 1万人以上10万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 移転先25 長寿課

 ①法令上の根拠 番号法別表100の項及び刈谷市番号利用条例

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ○ ] 紙

[ ○ ] その他 （ 端末による照会 ）

 ⑦時期・頻度 必要に応じて随時

 ⑤移転する情報の対象とな
る本人の範囲

納税義務者、被扶養者、その他課税調査対象者

 ⑥移転方法

[ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

 ②移転先における用途
中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の
支援に関する法律による支援給付又は配偶者支援金の支給に関する事務であって主務省令で定め
るもの

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象とな
る本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

[ 1万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 移転先24 生活福祉課

 ①法令上の根拠 番号法別表95の項及び刈谷市番号利用条例



] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 必要に応じて随時

 ⑤移転する情報の対象とな
る本人の範囲

納税義務者、被扶養者、その他課税調査対象者

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

 ②移転先における用途
子ども・子育て支援法による子どものための教育・保育給付若しくは子育てのための施設等利用給付
の支給又は地域子ども・子育て支援事業の実施に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象とな
る本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

[ 1万人以上10万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 移転先28 子育て推進課、子ども課

 ①法令上の根拠 番号法別表127の項及び刈谷市番号利用条例

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 必要に応じて随時

 ⑤移転する情報の対象とな
る本人の範囲

納税義務者、被扶養者、その他課税調査対象者

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

 ②移転先における用途
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律による自立支援給付の支給又は地
域生活支援事業の実施に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象とな
る本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

[ 1万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 移転先27 福祉総務課

 ①法令上の根拠 番号法別表117の項及び刈谷市番号利用条例



] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ○ ] その他 （ 端末による照会 ）

 ⑦時期・頻度 必要に応じて随時

 ⑤移転する情報の対象とな
る本人の範囲

納税義務者、被扶養者、その他課税調査対象者

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

 ②移転先における用途
後期高齢者に対する医療費の助成に関する事務であって刈谷市番号利用条例施行規則で定めるも
の

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象とな
る本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

[ 1万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 移転先33 国保年金課

 ①法令上の根拠 刈谷市番号利用条例別表第1の2の項

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 必要に応じて随時

 ⑤移転する情報の対象とな
る本人の範囲

納税義務者、被扶養者、その他課税調査対象者

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

 ②移転先における用途
刈谷市母子家庭等医療費支給条例による医療費の助成に関する事務であって刈谷市番号利用条例
施行規則で定めるもの

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象とな
る本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

[ 1万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 移転先32 国保年金課

 ①法令上の根拠 刈谷市番号利用条例別表第1の1の項



] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ○ ] その他 （ 端末による照会 ）

 ⑦時期・頻度 必要に応じて随時

 ⑤移転する情報の対象とな
る本人の範囲

納税義務者、被扶養者、その他課税調査対象者

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

 ②移転先における用途
公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施のための預貯金口座の登録等に関する法律による特定公
的給付の支給を実施するための基礎とする情報の管理に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象とな
る本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

[  1万人以上10万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 移転先35 生活福祉課、子育て推進課

 ①法令上の根拠 番号法別表135の項及び刈谷市番号利用条例

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 必要に応じて随時

 ⑤移転する情報の対象とな
る本人の範囲

納税義務者、被扶養者、その他課税調査対象者

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

 ②移転先における用途

特別児童扶養手当等の支給に関する法律による障害児福祉手当若しくは特別障害者手当又は昭和
６０年法律第３４号附則第９７条第１項の福祉手当に愛知県が加算する手当の支給に関する事務で
あって刈谷市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個
人番号の利用に関する条例施行規則で定めるもの

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象とな
る本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

[ 1万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 移転先34 福祉総務課

 ①法令上の根拠 刈谷市番号利用条例別表第1の3の項



] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ○ ] その他 （ 端末による照会 ）

 ⑦時期・頻度 必要に応じて随時

 ⑤移転する情報の対象とな
る本人の範囲

納税義務者、被扶養者、その他課税調査対象者

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

 ②移転先における用途
刈谷市子ども医療費支給条例による医療費の助成に関する事務であって刈谷市番号利用条例施行
規則で定めるもの

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象とな
る本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

[ 1万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 移転先37 国保年金課

 ①法令上の根拠 刈谷市番号利用条例別表第1の5の項

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ○ ] 紙

[ ○ ] その他 （ 端末による照会 ）

 ⑦時期・頻度 必要に応じて随時

 ⑤移転する情報の対象とな
る本人の範囲

納税義務者、被扶養者、その他課税調査対象者

 ⑥移転方法

[ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

 ②移転先における用途
生活に困窮する外国人に対する生活保護法に準じて行う保護の決定及び実施、就労自立給付金若し
くは進学準備給付金の支給、被保護者健康管理支援事業の実施、保護に要する費用の返還又は徴
収金の徴収に関する事務であって刈谷市番号利用条例施行規則で定めるもの

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象とな
る本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

[ 1万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 移転先36 生活福祉課

 ①法令上の根拠 刈谷市番号利用条例別表第1の4の項



] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ○ ] その他 （ 端末による照会 ）

 ⑦時期・頻度 必要に応じて随時

 ⑤移転する情報の対象とな
る本人の範囲

納税義務者、被扶養者、その他課税調査対象者

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

 ②移転先における用途
刈谷市精神障害者医療費支給条例による医療費の助成に関する事務であって刈谷市番号利用条例
施行規則で定めるもの

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象とな
る本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

[ 1万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 移転先39 国保年金課

 ①法令上の根拠 刈谷市番号利用条例別表第1の7の項

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ○ ] その他 （ 端末による照会 ）

 ⑦時期・頻度 必要に応じて随時

 ⑤移転する情報の対象とな
る本人の範囲

納税義務者、被扶養者、その他課税調査対象者

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

 ②移転先における用途
刈谷市心身障害者医療費支給条例による医療費の助成に関する事務であって刈谷市番号利用条例
施行規則で定めるもの

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象とな
る本人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

[ 1万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 移転先38 国保年金課

 ①法令上の根拠 刈谷市番号利用条例別表第1の6の項


